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はじめに

CSRは最近研究がなされてきた学問であり､

筆者は企業倫理､SRI等の論文に関して研究を

進めてきた｡ここで言うCSRは企業倫理や社会

環境問題､自然環境配慮を包含した学問であると

考えている｡

ではまず､ ドイツ経営経済学について概略的に

述べる｡詳細については後述することとしよう｡

ドイツにおいて､商学または経営学は経営経済

学と称される｡これは実学としての商学が､ ドイ

ツ独自の発展形態によって生成されてきたことに

よるものであるOその独自の発展形態とは､一般

に私経済論争というもので､｢商学は学問たりえ

るか?｣というものであった｡経営学や商学といっ

た学問は今日学問として認知されているが､その

学問が学問たりえる背景には先駆者の努力があっ

たのである｡

ドイツでは1912年からブレンタ-ノとエーレ

ンベルクがこの経営経済学に批判を行った｡彼ら

は､経営経済学が学問という名を利用して私的な

企業の利益を代表､弁護するだけであり､金儲け

のためだけのもので､学問の生成発展に有害であ

るとした｡

この批判に対し､シュマ-レンバッハは ｢動的

貸借対照表論｣を1926年に発表､シュミットは｢有

機観貸借対照表論｣を1921年に発表､そしてニッ

クリッシュが ｢経営経済原理｣を1928年に発表

し､さらに組織共同体論を提唱することによって

この批判に答えたのである｡これがいわゆる第一

次方法論争と呼ばれるものである｡そして第二次

世界大戦後に経済学の学問的成果を取り込むこと

によって､グーテンベルクは ｢経営経済学原理｣
を1951年に発表 し､ ドイツにおける経営経済学

は､その学問的地位が論争に巻き込まれることの

ない地位にまで向上した｡現在ではアメリカの経

営学の影響を強く受け､さらに発展している｡

ドイツにおける経営経済学の特徴を挙げるとす

るならば､理論性や抽象性を重視していることが

挙げられる｡これは経営経済学という学問が､論
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争の中でその地位を獲得するために実用性よりも

認識を明らかにする必要があったことに要因があ

ると考えられる｡第二に､理論や科学性を重視し

ていることが挙げられるだろう｡これも上述のこ

とを考えてのことであると筆者は考えている｡経

営経済学は､日本における経営学と会計学を包含

したものであるといわれる所以である｡

ドイツにおける経営経済学の特徴を考えるとき､

アメリカの経営学と比較するとその違いが非常に

明らかであることが理解できる｡アメリカの経営

学は ｢経営学の父｣と呼ばれるテイラーの科学的

管理の提唱に代表されるように､実践的なものが

要求される学問であった｡よって､ ドイツのよう

な ｢論争｣はなく､工場や生産現場でのプラグマ

ティズムのもとで､企業の経営実践に役立つもの

を優先に発展してきた学問なのである｡従って､

技術論､経営実践を重視し､ ドイツのような理論

性や抽象性は軽視された｡ ドイツにおける経営経

済学の理論的構築に対する努力は､大別して規範

科学的､応用科学 (技術論)的､理論科学的な立

場から行われることとなる｡そして､第二次世界

大戦後は旧西 ドイツ経営経済学が復興し､グーテ

ンベルクの経営経済学を中心にいわゆるグーテン

ベルク学派 (理論科学的)経営経済学の発展が中

心的なものとなっているのである｡

しかしながら､本稿においては､グーテンベル

クが提唱し､そしてアメリカにおける経営学に強

い影響を受けている経営経済学を中心とするもの

ではない｡というのは､第二次世界大戦前にニッ

クリッシュが提唱した規範的経営経済学が､今日

議論されているCSRには非常に重要な考え方で

あり､ ドイツにおける経営経済学の観点からCS

Rを考察するとき､アメリカ的経営学に依って考

察を進めれば､それはCSRそのものが偽善と

なってしまう恐れがある為である｡偽善となって

しまうと筆者が考えるその理由は､先述したドイ

ツにおける経営経済学とアメリカにおける経営学

の発展形態にある｡CSRがその学問的基盤が企

業の経営実践に役立つものとするのであれば､そ

れは経営戦略論の中で議論されるべき問題であり､

さらにはブレンターノとエーレンベルクがこの経

営経済学に批判を行った､経営経済学が学問とい

う名を利用して私的な企業の利益を代表､弁護す

るだけであり､金儲けのためだけのもので､学問

の生成発展に有害であるとしたことが実証されて

しまう為である｡CSRは経営経済学の中でまず

学問的基礎を構築し､その上で研究されるべきも

のである｡それは企業の利益を代表､弁護するも

のであっては決してならないと筆者は考える｡た

だし､戦略論による議論を否定するものではなく､

今後の研究課題としたい｡そこで､まずCSRの

ヨーロッパにおける定義を挙げ､そして､それが

どのように経営経済学と関連するのかという考察

から始めたい｡その後学説比較は筆者が研究して

きたCSRの一領域である企業倫理の ドイツにお

ける学説比較を行う｡

1 CSRの基礎概念

CSRとは､"CorporateSocial1Responsibility"

の略語であり､企業の社会的責任という意味であ

る｡企業は営利主体であり､より良質のサービス

を､より安価に提供することによって､当該業界

において競争力を発揮し､市場調査によって常に

新しいニーズに応えることが要求される｡

現代は､大量生産 ･大量消費社会であり､また

消費者は新しい製品 ･サービスに敏感になってい

る｡テレビ､ラジオ､インターネット等､いわゆ

るマスメディアの発達がこれをさらに助長してい

るといえよう｡こうした市場社会に対し､企業は

その活動によって貢献をしていくものである｡

しかし現代は､市場に提供されるサービスが､

どのような方法によって生み出されているものな

のか､さらにどのような経営体制の下で生み出さ

れているものなのかということも､重要な問題と

して社会から注目されている｡日本では公害問題

に端を発し､海外でも公害､企業不祥事が､技術

と企業規模の発達によって様々な問題になること

となった｡そこで登場した概念がCSRである｡

倫理的意思決定を推奨し､かつコンプライアン

ス (法令遵守等)を貫徹し､情報開示や環境対応
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などに対し､積極的に取り組む企業を促進するこ

の概念は､米国で発生した｡

CSRの定義について､筆者はこれまでその定

義が困難である為に､不可能であるという高巌氏

の主張を引用してきた｡それは次のようなもので

あった｡即ち､｢CSRとは実際に何を指すのか､

何に対応しなければならないのか (例 :人権､労

働環境､環境保護､地域貢献など)という具体的

な定義はほとんど不可能であると考えている｡な

ぜならば､CSRは､社会又は市場との関係にお

いてその内容が決まってくるものだからである｡

つまり､CSRの指すところは､市場や地域の人々

との交流や対話を通じて､又は相互作用を通じて

何をやるかを決めていくことで､その具体的な実

践内容が決まってくるからである｣ Jというもの
であった｡しかしながら､現在では様々な見解が

あるものの､定義がなされている｡本稿ではNG

Oのマルチステークホルダー ･フォーラムの定義

をCSRの定義とする｡その理由は､本稿がドイ

ツ経営経済学におけるCSRに関する考察であり､

マルチステークホルダー･フォーラムは欧州委員

会が中心となっているものであるためである｡

そこで､CSRの定義は､｢CSRとは社会 ･

環境配慮を自主的に自社業務に統合することであ

り､法的な制約や契約上の義務を上回るものであ

る｡また､CSRはそれらに置き換わるものでも

それらを避けるためのものでもない｣ 】1というも
のであり､この定義を基礎的定義とする｡

しかし､このCSRに対して疑問視する声もあ

る｡例として､ ドイツのベルリン自由大学経営学

教授であるギュンター･ドゥルーゴス氏の講演､

｢企業利害と疑わしい倫理指針要因としての公共

の福祉｣ l"がある｡

同氏は中央大学商学部教授会 (研究会)におい

て､次のように述べている｡即ち､｢企業活動は､

無関心､補足的､そしてコンフリクトといった様

式の多くの種々の利害の焦点を形成する｡コンフ

リクト的利害は､経済的な形式的諸目標への相互

の指針において少なくとも潜在的であれ交換関係

に基礎づけられている｡これらの利害は､広い競

争状態からや､例えばェコロジーのように一方の

妨害から生じるのである｡コンフリクト的利害は､

別々の職能の担い手の間ばかりではなく､同一職

能の担い手の間にも生じる｡そこから結果する諸

コンフリクトは､正常であり基本的にはアンビバ

レンツな社会現象であり､その発現は､また企業

領域では決して特別なものではなく､ここでは最

初から否定的なものと判断されてはならない｣ 】､■
という｡

さらに､自由州バイエルンの州法では､公共の福

祉について､｢全体的経済活動は公共の福祉に役

立ち､個人の経済的自由は隣人ならびに国家の公

共の福祉の要求を考慮するとき限界を有する｣ ､'

と州法151条で定めていることも述べている｡

結論として同氏は､｢法制化と判例がこの疑問

の多い設計案を放棄すべきなのかの問題は､法律

の文献での接近方法の論争で論議され､これまで

優勢なのは否定的にしか回答されていない｣､'1と
しており､同氏は企業倫理や企業の社会的責任と

いった領域に対して､法的解釈の視点から限界を

有するものとして､否定的立場であると考えられ

る｡

ではCSRはこうした疑問や否定的解釈に対し

て明確な理論的根拠を示しているのであろうか｡

現段階の筆者の考えは､否である｡その要因は､

筆者自身の研究不足も多分にあるが､CSRの理

論的構築が困難であることと､その領域の広範さ

故であると筆者は考えている｡

しかし､そもそもCSRが主張するのは､これ

までの営利追求型企業は悪であり､社会指向的､

慈善事業的な企業は菩であるというような､勧善

懲悪型の分顎によって企業を扱うものではない｡

なぜならば､営利なくして企業は存在しえず､企

業活動そのものが否定されてしまうからである｡

CSRは､営利のみを追求することの問題を指

摘しているのである｡即ち､これまで成功を収め

てきた営利追求志向が生み出すいくつもの弊害

が､現代社会においては､企業経営者などの個人

のみならず､組織構成員も含めた､当該企業の企

業活動全体を否定することに繋がるということを､
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CSRは示唆する｡そして､その弊害を未然に防ぐ

行動規範の確立の必要性を主張しているのである｡

今後､特定の企業が倫理的な行動規範を確立し得

なかった場合､当該企業の企業活動は停止せざる

を得ない状況になるであろう｡

さらに､ここで重要な問題となるのは､当該企

業のみの問題解決行動では､社会全体の問題解決

に至らないということである｡具体的に言えば､

企業における労働者に対する問題-労働問撞､環

境汚染などの問題を発生させたことによる自然環

境汚染の被害-自然環境問題､自社製品の品質管

理の問題であれば､その製品によって被った消費

者側の被害-対消費者問題､といった問題が挙げ

られる｡これらの問題は互いに連鎖 ･増幅し､後

世まで尾を引くこととなるO即ち､企業の規模が

拡大し企業活動が世界規模に拡大したこと､そし

で情報技術の発展等が大きく関与し､こうした問

題をさらに拡大させることとなるのである｡

そして､現実的問題としてCSRは､様々な問

題を有している現代において､必要不可欠な研究

領域であり､総論的な理論構築が困難であったと

しても､各論的な理論を展開し､それらを収束さ

せることは可能であると筆者は考える｡

では次に､ ドイツ経営経済学とCSRとの関連

について述べることとする｡

2 ドイツ経営経済学とCSR

そもそも現代経営学は､20世紀初頭に､ ドイツ

とアメリカを中心として生まれた学問である｡ま

ず､筆者がこれまでの研究によって認識している

ドイツ経営経済学と､アメリカ経営学の相違につ

いて述べる｡ ドイツの場合､経営学生成の契機と

なったのは､商科大学 (Handelshochschule)の

設立であるという､'】■｡

商科大学は､1898年､ライプチヒに設立され､

その中心的科目として形成されたのが経営学で

あった｡そして､そこで問題となったのは､大学

の中心科目としてふさわしいか否かという点で

あった｡即ちその ｢学問性｣が問われたのであり､

この点が､アメリカの経営学の発展と異なる部分

である｡即ち､学問性を重視したドイツの経営学

に対し､アメリカの経営学はその学問性よりも､

｢実践性｣がより強く志向されたのである｡

さて､ ドイツにおいて上述したような経営学の

学問的整備を行う必要性は､1912年に国民経済

学者であるブレンタ-ノが､経営学の否定を行っ

たことで､急速に促されることになったとされて

いる｡国民経済学者のブレンタ-ノは､経営学が､

｢企業者のための利潤追求の手引きである｣､1"とし

て､そうしたものは学問としては有害なものであ

り､否定されるべきであると主張した｡国民経済

学からの批判とは､経営学が､｢企業者という特

定の人間 ･組織の利益を志向するものであるとし､

その限定された営利追求を発展させるために､研

究成果を提供するものである｣というものである｡

そして､真理に対する無前提の研究として行われ

なければならない ｢科学｣に反している､という

ものであった｡

さらに､経営学が目指すものは､つまるところ

企業者の営利追求に対する単なる ｢技術論｣では

ないか､という批判がなされた｡技術論とは､限

定的な問題に対する解決の方法と手段を構築する

ために､便宜的に科学の知識を利用するにすぎな

いものであり､そこで現象全体の分析と､法則的

体系を確立することは困難である｡それ故にやは

り科学とは区別されねばならないというのである｡

このように､ ドイツ経営経済学は､その生成期

において､｢金儲け｣への実践性の要請に重点が

置かれていると見られていた｡それ故に ｢経営経

済学は金儲けのための学問である｣という非難､

そして､｢そもそも経営経済学は学問たり得るか｣
という問いかけがなされた｡このことがきっかけ

となって､ ドイツにおける経営学が学問としての

地位を確立することに関する､様々な論争が展開

されることとなる｡この論争に､後の経営経済学

研究の中心的存在であるニックリッシュと､シュ

マ-レンバッハが参加した｡

まず､｢企業者という特定の組織集団の利益を

代表し､その私的な営利追及を発展させるために

研究成果を提供するものなのではないか｣という
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批判に対して､ニックリッシュが反論した｡即ち､

経営学の研究対象として中心的なものは､組織と

しての企業であり､企業者はそれを構成する一器

官でしかなく､そのため､企業者自体が獲得する

利益を追求するための学問ではない｡企業を支配

するのは一定の経済的な法則関係であって､企業

者の私的な利害関係がその考察の出発点ではない｡

また､利潤と金儲けとは同じことではないと区別

した｡というのも､利潤は､この経済的法則関係

において､初めてその存在意義が与えられるもの

であり､経済的な法則と関連しているのに対し､

たんなる ｢金儲け｣は経済的法則関係を欠いてい

る｡利潤は組織としての企業に働く諸力の給付に

対する対価物であり､したがって､この利潤をめ

ぐる問題が､企業経営の研究の中心的な領域を形

成するのは当然であると説明した｡

そして次の批判である､｢経営学が目指すもの

は､つまるところ企業者の営利追求に対する単な

る技術論なのではないか｣という批判に対する反

論が必要である｡そこでシュマ-レンバッハは､

経営学が目指すものはまさに技術論であると反論

した｡というのも､技術論と科学は共に ｢科学｣

であるというのである｡即ち､技術論に対する｢科

学｣は､哲学的に組み立てられた科学であり､そ

の違いについて､｢技術論｣は工学的に組み立て

られた科学であるという｡この二つの ｢科学｣の

違いは､現代においては ｢応用科学｣と ｢理論科

学｣の違いに相当するものと考えられる｡つまり､

理論科学にとっては､個々の事実や認識を統一的

に説明できる一定の普遍性をもった体系的な知識

を展開することが中心的な課題である｡それに対

して､応用科学の課題となるのは､実践的な社会

生活に於ける問題を解決することであり､そのた

めの手段や方法を研究するために､理論科学の成

果を応用し､実践的な問題を解決することである｡

国民経済学が､このような理論科学を目指すので

あれば､経営学は応用科学であり､その課題は､

企業経営という実践的な生活における問題の解決

を目指すものであると反論したのである｡

この国民経済学から問題提起された ｢全体的な利

益の代表か､特定の利益の代表か｣という問題と､

｢科学か､技術論か｣という問題に対する批判は､

当時新しい科学として発生した経営経済学の位置

を認識する機会となった｡そして後にこの論争は

私経済論争と呼ばれ､この論争によって､経営経

済学の発展は促進されることとなる｡

シュマ-レンバッハとニックリッシュは､それ

ぞれ独自の思考と内容をもった経営経済学を体系

化し､この二人の学説を中心として､その後の経

営経済学が形成されることとなった｡

技術論としての経営経済学を主張したシュマ-

レンバッハは､その中心概念を､生産性の概念と

した｡ここでいう生産性とは､生産過程に投入さ

れた一定の生産要素が､生産物の産出にどれだけ

貢献するか､その大きさの程度や関係を表す､経

済的合理性を判断するための基準を示すものであ

る｡シュマ-レンバッハにとって､この生産性の

概念を企業活動の原理としてとりあげたことは､

私経済論争で問題となった経営経済学の実践的要

求に対する答えであった.第一次大戦の敗北に

よって､ ドイツが被った痛手から市場経済と企業

経営を再建するために､まず第一に､産業の合理

化と生産性の向上こそが不可欠の課題であると考

えたのである｡

また､ニックリッシュは､経営経済学の研究対

象としての経営を､本源的経営と派生的経営とに

区分した｡これらの経営はどちらも ｢人間の共同

体｣を意味している｡そして､企業に於けるあら

ゆる活動やその過程は､組織としての観点から解

明されねばならないとした｡｢人間の共同体｣と

しての企業に於いて､その構成員である企業者と

労働者はともに自律的な主体としての自由を見出

さなければならないとし､そのような人間として

の自由を獲得するために､共同体の構成員に対し

て､それぞれの給付に対する正当な経営成果の配

分が行われなければならないと主張した｡そこで､

経営成果の形成と配分を行うための原理として､

ニックリッシュは経済性を企業活動の原理として

とりあげた｡経営成果を企業の生産活動によって

得られる付加価値として､この ｢経済性の原理｣
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は生産過程における最大可能な成果の生産と､分

配過程における給付に応じた公平な成果の分配を

命ずるのである｡そして彼は特に分配の問題を重

要であると考え､労働者をたんなる経営の手段と

してではなく､組織の構成員として､企業者とと

もに自立的な主体として認めねばならないと主張

した｡即ち､ニックリッシュは､組織としての共

同体の維持と､それに対する構成員の活動の維持

を､経営学の課題としたのであった｡

しかし､第二次世界大戦の敗戦後は､周知のよ

うにドイツが東西に二分され､それぞれの経済体

制も異なることとなった｡また､東西 ドイツは戦

災による社会的 ･経済的混乱や､多くの研究者が

戦争の犠牲となってしまったために､経営経済学

を本格的に研究することは非常に困難な状況に

あった｡さらに､ニックリッシュの規範論学派の

経営経済学は､ナチズムの立場を支援していたた

めに､その学問的地位を失ってしまったのである｡

そこでシュマ-レンバッハの経営経済学が主流

となるかに見えたが､それに対して､リーガーは､

理論を欠いていることと､市場を考慮していない

といった批判を行い､結果として､シュマ-レン

バッハの経営経済学も支配的地位を得ることは出

来なかった｡即ち､終戦直後の経営経済学は混乱

状態にあり､ ドイツ経営経済学の歴史における空

白の時代であった｡

しかしこの異常な事態は､グーテンベルクの著

作 『経営経済学原理』の第-巻 ･生産論の登場で

変化する｡グーテンベルクは､企業の諸側面を数

学的手法を用いて理論的に精微分析することを試

みた｡この構想はドイツの伝統的な経営経済学を

志向する経営研究者達からすれば､新たな方向性

を示すものとして注目されたが､国民経済学の成

果の導入に否定的な学者や､人間を生産性原理に

基づく要素結合との関連で扱うことに疑問をもつ

学者達からは批判があがった｡批判側の学者の代

表としてメレロヴイツツはグーテンベルクとの間

で経営経済学の方法と内容をめぐって論争を行っ

た｡しかしながら､最終的にはグーテンベルクの

構想がアルバッハなどの研究者によって継承さ

れ､その後の西 ドイツに於ける経営経済学の中心

的位置を占めるようになったのである｡そして現

在も影響力の大きな学説となっている｡そして､

1960年代半ばから､経営経済学の分野では様々

な構想が提唱された｡そして､それらの構想は内

容的に密接に関連しており､一方では補完し､他

方では対立しながら展開されてきた｡アメリカ経

営学の成果の摂取や様々な科学論の影響､経済社

会の変化といった事象のもとで展開されてきたの

が､戦後におけるドイツ経営経済学であったので

ある｡

ではCSRはどのように発展してきたのか｡本

稿において､CSRの定義は､｢CSRとは社会･

環境配慮を自主的に自社業務に統合することであ

り､法的な制約や契約上の義務を上回るものであ

る｡また､CSRはそれらに置き換わるものでも

それらを避けるためのものでもない｣】-tというも
のであり､この定義を基礎的定義と位置づけてい

る｡この定義について筆者は次のように認識して

いる｡即ち､CSRは第-に社会的配慮を自主的

に行うものである｡この社会的配慮には､労働環

境の問題や雇用形態の問題､そして労働者それぞ

れに対する配慮も包含されるものであると考えて

いる｡第二に､環境配慮については自然環境の破

壊を未然に防ぐ努力を自社業務に取り込むことを

指している｡製造業を例にとれば､製品の設計

開発段階から ｢3R｣､即ち､リユース (再利用)､

リデュース (削減)､リサイクル (再利用)を考

慮して行い､当該製品の廃棄後についても可能な

限り自然環境破壊を起こさないよう配慮すること

が求められる｡当然のことながら､これら社会的

配慮と環境配慮を法的に､しかも厳しく制約した

場合､経済的な競争力や技術力の強い企業のみが

生き残ることとなり､いわゆる中小企業は経営活

動を停止せざるを得ない状況となる｡そのため､

｢法的な制約や契約上の義務を上回るものである｣
という認識のもとで､あくまで自主的な活動とし

てCSRは認識されるべきであると筆者は考える｡

筆者が考えるCSRは ｢自主的な活動｣として社

会 ･環境配慮を行った結果､｢経営状況が好転｣
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もしくは ｢国内の経済状況の好転｣に繋がるとい

うものであり､決して ｢CSRを行うのは利益の
ためである｣という認識ではないということを強

調しておく｡CSRが､｢学問｣という名を利用

して私的な企業の利益を代表､弁護するだけであ

り､金儲けのためだけのもので､学問の生成発展

に有害であるということになってはならないので

ある｡

このような筆者の考え方と､｢ドイツ経営経済

学｣の考え方は通じるものがあると筆者は考える｡

即ち､CSRは新しい学問領域であるが､純粋に

それが学問とし､て地位を得られるかというところ

から出発し､発展させることが出来るのは､アメ

リカ経営学ではなく､ ドイツ経営経済学であると

考えるのである｡従って､ ドイツ経営経済学とC

SRとの関連を､筆者はその学問性に見出してい

るものであり､純粋学問としてCSRを考察する

ためには､ ドイツ経営経済学に依って考察を進め

るべきであると主張したい｡

そこで次に､ ドイツにおけるCSRの学説を2

つ紹介し､比較検討した後､筆者の考えを述べる

こととする｡

3 ドイツにおけるCSR(企業倫理)学説

比較

本節では､様々な企業倫理に関する研究がドイ

ツに於いて発達してきているという事実も踏まえ

た上で､敢えて､シュタインマンとアルバッハの

学説を ｢ドイツ企業倫理学｣と設定する｡そこで

彼らの学説を比較することとする｡｢CSR学説
比較｣を行うにはドイツCSRに関する資料が不

足していることも挙げられるが､なによりCSR

として研究が進められるというよりも､CSRに

関する学問領域の集合体がCSR論を形成してい

ると筆者は考えている｡そこで､CSRの中でも

その中心的課題とされる ｢企業倫理｣について比

較 ･考察を行いたい｡

では企業倫理は､これらの流れの中でどのよう

な位置にあるのであろうか｡ ドイツ経営経済学は､

その生成期からの要請によって､実践的学科とし

ての機能を十分にはたしてこなかったといわれる｡

その理由として､企業倫理学説代表の一人として

とりあげるシュタインマンは､｢経営経済学が倫

理､経済倫理との関係を十分に解明してこなかっ

た｣ xことをあげている.また､倫理的 ･規範的

経営経済学の研究者の多くが､国家社会主義に同

調Lやすかったことが､経営経済学の倫理的方向

付けに関するその後の試みに､懐疑的､ないし否

定的な考えを生み出す原因となったとシュタイン

マンは考えている｡また､近年の ドイツにおける

企業倫理学の急速な発展について､ ドイツ企業経

営を研究している田中照純氏は､その著書の中で､

要因を2つにわけて説明している｡田中氏は第一

に､ ドイツ社会に於いて実際に発生している環境

問題の存在､第二に､アメリカでの企業倫理学の

先行的な研究過程による影響をその要因としてい

る｡

第-の要因として挙げている環境問題について

は､｢自然環境を破壊せず､それと調和しながら

如何に企業は継続するのか､そこに企業倫理上の

課題が必然的に発生する｡とくに先進国の中でも

環境保全についての関心や取り組みの進んでいる

ドイツにおいて､企業がそうした社会的要請を強

く受けて企業倫理の問題として意識し重要視した

ことは当然のことでもあった｣ xliと説明している｡

なお田中氏は､環境問題のみならず､社会環境と

の関わり､即ち､企業経営とそれを取り巻く利害

関係者集団との､相互の利害調整に関係する倫理

上の問題も､取り上げている｡

第二のアメリカの企業倫理学に関する先行研究

については､アメリカを ｢企業倫理学の先進国｣
とし､｢その学問的確立は1985年には既に完了

していた｣ xiiとして､他の経営学の領域と同じく､

企業倫理学もアメリカでの研究成果に強い影響を

受けていると説明している｡これら2つの要因に

加えて､田中氏は､ ドイツ経営学それ自身につい

ても企業倫理学を生み出す要因を内在していたと

述べている｡というのは､ ドイツ経営学の歴史の

なかで､ニックリッシュをはじめとした研究者達

によって､規範的な性格をもった経営学が発展し
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てきたということを根拠とし､それらが現在のド

イツ企業倫理学の学問的基盤となっていると述べ

ているのである｡このように､ ドイツでは企業倫

理が非常に盛んに議論されている

まず､シュタインマンの学説から考察する

こととする｡シュタインマンはその著書の一

節である ｢Ⅲ企業倫理の概念 (EinBegriffvon

Unternehmensethik)｣の中で､企業倫理を以下

のように定義している｡

｢企業倫理とは､利害関係者との､対話的合意

を通じて､根拠付ける､もしくは根拠付けられう

るすべての実質的､過程的規範を包含するもので

ある｡その規範は､企業経営によって､束縛的な

自己拘束の目標のために発効されるもので､利潤

原理の利害衝突に関連した影響を､具体的な企業

活動の指導の際に制限するものである.｣ xiii
さて､シュタインマンの企業倫理の定義から､

彼の主張について､どのような考えが導き出され

るであろうか｡筆者はさしあたって二つの主張が

導出できるのではないかと考えている｡

第-に､企業倫理では､利害関係者 (Betroffene)

との対話を重視していることである｡では､ここ

でいう ｢対話｣とは何か｡この対話というものは､

様々な利害関係者が挙げられる中で､(具体的に

は株主､消費者､取引先の企業､従業員および労

働組合､報道媒体､地域社会､そして政府等)そ

れら利害関係者集団との､双方向の対話を示すも

のであると考えられる｡そして､利潤の増大を目

指す企業経営の側と､当該利害関係者との対話を

通じて､起こりうる利害衝突を調整 (Ausgleich)

することを目指すというものである｡

第二に､利潤原理 (Gewinnprinzip)と企業倫

理との関係について､シュタインマンはその定義

に用いている ｢自己拘束 (Selbstbindung)｣とい

う言葉にあるように､利潤原理と企業倫理は対立

関係にあると考え､その上で､両者が､ただ単に

対立関係にあるのではなく､企業経営において､

企業倫理が､利潤原理に優先して考えられるべき

であるということを主張している｡即ち､彼の主

張する企業倫理が､利潤原理の制限するものであ

ることを認識しつつも､利潤原理に対して優位に

位置しているとして捉えていると考えられる｡

そして彼は､利潤原理と企業倫理の対立関係を

承認しているその前提において､企業倫理という

考え方を企業内で活用し､いかにしてその対立を

｢調整｣するかということに問題意識をもってい

ると言えよう｡

彼は企業倫理学における定義を提示しているが､

その著書の中で具体的方策を規定するということ

を否定している｡即ち､｢本論文では､全ての考

えられうる倫理的な問題状況に対する､具体的な

行動規定や解決策は見出されないであろう｡ここ

には､倫理的な問題が起こっている状況に対する

基礎が示されているのである｡即ち､倫理的問題

について､経済的用具の構築が重要なのではなく､

多かれ少なかれ､継続的かつ良好に､期待した経

済的成果を基にして､目的 (利潤目標)への方法

としての有用性が評価されるということが重要な

のである｡むしろ企業倫理が論議の対象となって

いることが､企業行動自体のための正当な目標な

のである｣ xivと述べているのである｡

従って､このことからも､企業と諸利害関係者

との対話を重視し､かつ企業倫理を､利潤原理を

制限するものであることを認めつつも､その有用

性 ･優位性 (利潤原理に対する優位性)について

強調するという認識の下で議論するという姿勢が

窺えるであろう｡

さて､彼はその企業倫理の定義の内的要素を､

｢好ましい生活態度の基準 (規範)｣｢Kriterien

dergelungenenLebensfuehrung(Norme)｣｢基

礎付け義務 (理性倫理)｣｢Begruendungspflicht

(Ⅵ汀nur此e仇ik)｣｢対話の中で論証的意思疎通を

通じた基礎付け (対話的倫理)｣｢Begtlruendung

durchargumentativeVerstaendigungimDialog

(kommunikativeEthik)｣､｢利潤目的の状況的制

限 (衝突 ･葛藤倫理)｣｢situativeBeschraenknng

desGewinnziels(KoIdildethik)｣､｢権利 との関

係 (自己義務としての倫理)｣｢Verhaeltniszum

Recht(Ethikalsselbstverpflichtung)｣､というよ

うに区分し､さらに､｢企業倫理の事実目標導入｣
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rsachzielorientierungderUnternehmensethikJ

として､それぞれについて詳しい考察をしている｡

本稿に於ける ｢ドイツの企業倫理の代表的研究

者の一人｣として提示するシュタインマンは､企

業倫理をこのように6つの内的要素に分類してい

るが､これらに含まれる要素としてのこれらの意

味するところはどういうことなのかを､以下にて

提示する｡このことによって､彼の主張がどういっ

たものに重点を置いているのか､即ち､｢彼の主張｣

が判明することになるであろう｡

さて､1つめの､｢好ましい生活態度の基準 (規

範)｣であるが､ここで彼はどういった主張をし

ているのであろうかOそれは､｢企業倫理には規

範が重要である｡これについては､企業倫理につ

いての要請が重要であり､一定の条件によって

決定された行動を実行､もしくは一定の結果を

導くことが重要である｣xvと述べている｡そして､

このような規範には､｢一般的に物理的方法にも､

過程的な方法にも重要でありうるものである｣ xv-)

と主張する｡ここでいう ｢物理的方法｣とは､法

令などの規制のことであり､例として彼は ｢たと

えば法令に準拠した企業行動支援によって､販売

者の行動に倫理的枠組みが与えられうるという販

売促進の処置が規定されうる｣ xviiとしている.そ

して､この物理的規範を発展せしめるものとして､

諸制度 (Inst血tionen)が最初に発展を促進する

ものであると述べている｡この諸制度を発展させ

るということが過程的規範であり､過程的規範で

たびたび議論されている提案は ｢倫理委員会の構

築(dieKonstruktioneinerEthik-Kommission)｣xviii

であるという｡即ち､過程的規範によって､倫理

委員会などの設置 ･設立が議論され､それによっ

て､物理的規範である､法令などの諸制度が規定

されるということが重要であると述べている｡

2つめの ｢基礎付け義務 (理性倫理)｣では､理

性的な実際の行動と､非理性的行動に対する指導

が問題となる｡基礎付け義務という言葉で表され

る理性倫理とは､以下のシュタインマンの主張に

基づく用語である｡即ち､シュタインマンは理性

が重要であると主張し､そこで理性倫理､つまり

倫理に照らし合わせた理性的な行動が､社会に害

悪とならないことが重要であるとしているのであ

る｡これが理性倫理である｡

実際の行動､具休的には､企業が個々にとる経

済行為は､法律等の社会的諸規制によって規制さ

れてはいるものの､この規制だけでは､現在の企

業の不祥事を見ても明らかなように､十分ではな

い｡そこで､｢企業倫理は理性倫理として､哲学

的議論と結びつけることの中で考えられ､理性倫

理は､自らの行動目的を自分で決定することを正

当化するものである｣ xixしている｡そして､理性

倫理は､｢様々な機会の中で､経済行為との関連

から生み出された新たな規範 (倫理)に基づく実

際的な活動の基準となりうるものである｡｣と主

張する｡即ち､経営者個人の正当性のある理性よっ

て､全体経済の中で企業が運営されるには､理性

倫理が含まれねばならないことを示唆するもので

ある｡

3つめの ｢対話による論証的意思疎通を通じた

基礎付け (対話倫理)｣は､どのようなことを示
唆するものなのか｡彼の主張によれば､｢基礎的･

現実的な企業倫理の規範は､論証を通じた､対話

的意思疎通でのみ得られるべきである｣ xxという

ものである｡企業内部においては企業内部関係者

との協力を通じて､そして外部では同じ権利を

持った論証相手としての企業との対話を通じて､

実践的意志伝達の中で､企業倫理は構築されねば

ならないということを示している｡彼はこの論証

を対話の重要性を示すために次のような叙述して

いる｡というのは､｢ユダヤ人が言うように､個

人の観察なくしては対話は成り立たないものであ

り､そこでは対話的な基礎構築は発生しないので

ある｣ xx'と述べている｡ここで重要なのは､対話

条件を設立するための努力の継続であり､企業倫

理を内部や外部によって固定化することを目的と

するのではなく､対話によって時間的な制約を受

けずに､企業倫理は ｢独自や定説として理解され

てはならない｣x血ということを主張しているO不
断の努力-対話によって､企業倫理は理解されね

ばならないということを主張しているのである｡
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4つめの ｢利潤目的の状況的制限 (衝突 ･葛藤

倫理)｣では､そもそも彼の企業倫理の理解は､｢体

系的 ･統一的管理メカニズムを構築するのは経済

倫理の課題｣ xxjiiであり､企業倫理は利潤が制限

されることを前提に議論を展開しようとしている

ことを示している｡企業がその置かれた経済状況

によって利潤が制約されるということが､企業倫

理を実践する上で問題となるということを示して

いるのである｡そして､彼は ｢人間は多くの管理

原則や組織文化の形態について熟考し､倫理とい

う言葉によってそれらを飾り立てる｣ xxivとしてい

る｡しかし､それらを行っても､其の企業倫理の

議論は活発にはならず､さらに能率計画や利潤追

求を支援する企業倫理を議論していては企業倫理

学は発展しないと主張する｡彼は企業倫理的企業

行動をとる場合には､その費用が負担されるもの

であり､よって､利潤追求と企業倫理とは相反す

るものであるというのである｡ここで言う費用と

いうのは､例として倫理委員会の設置や現在よく

用いられているチェックリストの作成､その必要

人員の構成に関わる費用等々が挙げられるであろ

う｡

5つめの ｢権利との関係 (自己義務としての倫

哩)｣では､｢企業倫理は自己義務の行為として理

解されねばならない｣ xxvと主張し､｢利潤努力の

制限は､原則的には既に､多岐にわたる国の法規

によっても生じているため､企業倫理は政府 (な

どの上部機関)が遂行するのではない規則によっ

て発展させられるべきである｣ Ⅹyiということを主

張している｡そして､｢企業倫理というのはつまり､

営利追求の原則を通してのみ状況に応じて改善さ

れるのではなく､関連する制度によっても状況に

応じて改善される､と考えられる｣ xxviiと述べて

いる｡ここで企業倫理は､経営者自身や､その企

業文化による組織構成員による自己の義務として

理解されねばならないということを主張している0

6つめの ｢企業倫理の事実目標導入｣で主張し

ていることは､企業倫理を考える場合に､企業は

その内部関係の協調とともに､企業の外部関係と

の協調もまた重要であり､それらの協調なしでは､

企業倫理は実質的に導入されえないということを

述べているxxviil,そもそも企業倫理はその当該企

業内部に於いて考察されるものであり､どうして

も外部関係が見落とされがちである｡そこで､彼

は当該企業内部における対話を通じた合意と､そ

れに加えて企業外部の利害関係者との対話を通じ

た合意がなされなければ､企業倫理の実際的な導

入は不可能であるということを示唆するものであ

る｡

以上のことをまとめると､つぎのようなことが､

彼の主張から導出されるであろう｡即ち､法令等

に準拠して企業が経済行為を行う場合に､企業倫

理が問題とされるのではなく､法令に準拠するこ

とは当然のことであり､さらに､これに加えて､

自主的な経営者やその組織構成員との対話を通じ

た合意によって､より倫理的な経済行為を遂行す

ることを可能とすること｡そして利潤原理に基づ

く私的営利追求が､必ずしも社会全体の利益の増

進には直結しないことを示し､そこで自己義務的

に企業倫理を理解し､遂行することによってのみ､

企業の社会的な責任が遂行されうるとする｡

この企業の社会的な責任の遂行､つまり倫理的

な企業行動の遂行努力は､その時の経過とともに

絶えず行われねばならないものであり､そこには

常に企業と社会一般との ｢倫理的 ･理性的対話｣
が存在しなければならないということが彼の主張

であるといえるだろう｡

次にアルバッハの主張を考察する｡アルバッハ

は ｢経営経済学の倫理的根源は6つの経営に関す

る諸要素をもとにして明らかにされるものであ

る｣ xxixこれらは経営経済学に含まれているとい

うことを彼は主張している｡そして以下の原則､

即ち､

1 経済性の原則 4 自己決定の原則

2 競争経済的原則 5 財務バランスの原則

3 結合プロセス 6 自律原則

という6原則を提示して彼の理論を主張している｡

アルバッハによれば､企業倫理は経営経済学に

含まれており､｢企業倫理｣として個別に研究す

る必要性は無いと主張している｡では､それぞれ
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の原則について概述することとする｡

1経済性の原則では､F経済的合理性に基づくこ

とは､即ちカントの定言命法である "二世界理論"

に基づくことである｡ここでいう二世界理論とは､

常に ｢コンフリクトのないものなど存在しない｣

というものであり､経営を行う際にもこのことは

言えるものである｡外部経済的責任意識が無い場

合は経済合理性を追求することができず､資源を

浪費するのみとなる｡全ての理性は､経営経済学

が教える倫理的公正原則によって経済性を発揮で

きるものなのである』 xxx'としている｡2競争経済

的原則では､｢競争原則とは､市場経済の安定に

おける諸企業の活動原則である｡ここでは活動倫

理と安定倫理が考察対象とされるが､競争経済的

原理には活動倫理が重要である｡このことはグー

テンベルクが示したように､利潤最大化が重要で

あるということではない｡その活動が重要なので

ある｡倫理的経営活動を怠っては､利潤最大化は

不可能である｡したがって､競争経済的原則は活

動倫理的根源を包含している｣ xxxiということを

示している｡3結合プロセスは､｢結合プロセスと

は､平等倫理と理性倫理の最大化に繋がる生産機

能に有効なものである｡生産問題をセレロヴイツ

ツとグーテンベルクが取り上げているが､結合プ

ロセスは専門技術的なプロセスではない｡それら

のプロセスは理性的交換と､熟練した職員との間

に存在するものなのである｣ mri)と述べている04

自己決定の原則は ｢理性倫理と責任倫理は自己決

定の原則の倫理的基礎を形成する｡経営経済学に

おいて､成果の倫理は諸倫理としてより高い意義

を持っている｡この優位性は目標倫理から導き出

されるものである｣ xxiilとしている｡そして､5財

務バランスの原則では､｢財務バランスの原則は､

財務活動を意味するものではない｡バランス倫理

の基礎に対して､財務活動が違反することに言及

するものである｡財務関係において日和見主義的

態度は､理性倫理を傷つけるものである｣ xxxivと

している｡最後に､6自律原則では､｢自律原則は

目標倫理から導き出される｡企業の関心は単一の

ものの把握だけでなく､その他のものの把握にも

ある｡責任倫理に対して監督者が違反するような

行動をとった場合､自己の利害関係は企業の利害

と一致しないのである｣ x瓜Vと述べているO

彼の主張は即ち､彼が提示する6原則はいずれ

も経営経済学の中で主張､証明出来得るもので

あるというものであり､従って企業倫理は個別

学問として考察されなくとも良いということで

あるO彼の論文題名が ｢Betriebswirtschaftslehre
ohneUnternehmensethik!(企業倫理なき経営経

済学 !)｣とされるのは､企業倫理学が含まれな

い経営経済学などは存在しないという主張の表れ

であろう｡

シュタインマンは､｢法令等に準拠して企業が

経済行為を行う場合に､企業倫理が問題とされる

のではなく､法令に準拠することは当然のことで

あり､さらに､これに加えて､自主的な経営者や

その組織構成員との対話を通じた合意によって､

より倫理的な経済行為を遂行することを可能とす

ること｡そして利潤原理に基づく私的営利追求が､

必ずしも社会全体の利益の増進には直結しないこ

とを示し､そこで自己義務的に企業倫理を理解し､

遂行することによってのみ､企業の社会的な責任

が遂行されうる｣という主張であった｡そしてア

ルバッハの主張は ｢企業倫理を形成するものは6

原則によって成り､それら6原則は経営経済学に

包含されているものである｡従って､経営経済学

の研究で十分であり､企業倫理という個別学問は

不要である｣という主張である｡これを比較する

と､アルバッハとシュタインマンとの間に ｢ドイ

ツ経営経済学に対する認識の相違｣が理解できる

のではなかろうか｡シュタインマンはドイツ経営

経済学の中でのみ､企業倫理やCSRといった課

題を解決しようとしているわけではなく､現代の

ドイツ経営経済学とアメリカ経営学の実践的学問

の貢献を摂取して企業倫理やCSRを ｢個別学問

として研究する必要がある｣と考えているOしか

し､シュタインマンと違い､アルバッハはドイツ

経営経済学の中でのみ企業倫理を捉え､それはド

イツ経営経済学によって既に議論されてきたもの

で､十分解決出来得るものと考えている｡しかし
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現実的にアルバッハの主張は現代社会に貢献でき

るものであろうか｡次節にてまとめを行い､筆者

の考えを述べることとする｡

おわりに

シュタインマンは､｢法令等に準拠して企業が

経済行為を行う場合に､企業倫理が問題とされる

のではなく､法令に準拠することは当然のことで

あり､さらに､これに加えて､自主的な経営者や

その組織構成員との対話を通じた合意によって､

より倫理的な経済行為を遂行することを可能とす

ること｡そして利潤原理に基づく私的営利追求が､

必ずしも社会全体の利益の増進には直結しないこ

とを示し､そこで自己義務的に企業倫理を理解し､

遂行することによってのみ､企業の社会的な責任

が遂行されうる｣という主張であった｡そしてア

ルバッハの主張は ｢企業倫理を形成するものは6

原則によって成り､それら6原則は経営経済学に

包含されているものである｡従って､経営経済学

の研究で十分であり､企業倫理という個別学問は

不要である｣という主張であった｡しかしアルバッ

ハの主張には限界があるように筆者は考える｡1

経済性の原則では､外部経済的責任意識が無い場

合は経済合理性を追求することができず､資源を

浪費するのみとなるということが主張されていた｡

このことは､経営学でいう､外部利害関係者との

良好な関係作りということを意味し､従来の経営

学で教えるものと変わりない｡2競争経済的原則

では､競争原則とは､市場経済の安定における諸

企業の活動原則であるとしており､不安定な市場

での経営は困難であるという常識的議論を行って

いる｡3結合プロセスでは､理性的交換と､熟練

した職員との間に存在するものなのであるとされ

ており､｢理性的｣といった経済的交換と社員と

の様々なプロセスが円滑に実施されなければなら

ないということが述べられている｡4自己決定の

原則では､成果の倫理は諸倫理としてより高い意

義を持っていると述べられているが､このことが

意味するのは､企業が利潤を最大化するよう振舞

うことは当然であるということを指す｡しかしな

がら､その利潤最大化は様々な倫理の上に成り立

つものである｡5財務バランスの原則では財務活

動が法律や倫理に違反することに言及したもので

あった｡このことは粉飾決算などに相当するもの

で､当然のことながら､違反は企業にとってマ

イナスの効果をもたらすものである｡6自律原則

は目標倫理から導き出されるとし､企業の関心は

様々な情報の把握にあるとしている｡このことも､

ヒト､モノ､カネ､情報という経営資源に依って

いる企業には一般的なことである｡

以上より､アルバッハの主張､｢経営経済学が

あれば企業倫理は不要である｣というものにも､

ある意味妥当性があると考えられる｡しかしなが

ら､筆者はアルバッハが述べている倫理について

の解説が､論文では不十分であり､そもそも ｢倫

理｣というものが経営経済学で教えられない以上､

企業倫理に関する研究は経営経済学にとって有益

なものであると考える｡

そして筆者は､シュタインマンの学説に依拠し

なければ､CSRの研究は進展しないと考えてい

る｡即ち､先述したように､ ドイツ経営経済学は､

その生成期からの要請によって､実践的学科とし

ての機能を十分にはたしてこなかったといわれる｡

その理由として､企業倫理学説代表の一人として

とりあげるシュタインマンは､｢経営経済学が倫

理､経済倫理との関係を十分に解明してこなかっ

た｣ Xxxviことを挙げているためである｡純粋学問

としての研究としてCSRは研究されるべきであ

ることにも触れたが､筆者はどのような学問であ

れ､社会的に貢献できない学問､特に経営学､経

済学のような学問は直接的に社会に貢献可能な学

問であり､加えて､CSR､即ち ｢社会的責任｣
といった学問は現実社会において貢献できなけれ

ばその学問的発展は無意味であると考えるためで

ある｡CSR研究は純粋に学問として研究されな

ければならない｡それは ｢社会的責任｣という重

大な責任を研究者にも要求するものであり､偽善

的なものであってはならない｡しかしながら､そ

れが純粋学問から発達した後､一般社会において

応用できなければ､それは ｢社会的責任｣を研究
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したことにはならず､偽善以下のものとなるであ

ろう｡筆者はCSRの研究が人頬の為になる経営

経済学の応用学問として位置づけており､今後の

研究が一般社会に偽善的にではなく､規範的 ･道

徳的に定着するべき学問であると考えていること

を強く主張したい｡経営学という応用科学の課題

となるのは､実践的な社会生活に於ける問題を解

決することであり､そのための手段や方法を研究

するために､理論科学の成果を応用し､実践的な

問題を解決することなのである｡
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